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別記様式（第３条関係） 
事務事業評価調査書（２６年度） 

 

№ １７ 

総合計画 

章 １ 住みよいまちづくり 

項 ４ まちの将来を担う人づくり 

節 １ 豊かな人間性を育む学校教育の充実 

作 成 日 平成２６年１０月３日 

年 度 平成２５年度 

課等名及び係名 学校教育課学校教育係 

記 入 者 職 氏 名 主事 我妻 美奈子 

【事務事業の概要】 

Ⅰ 事務事業の内容 
実施方法 

直営 一部委託 全部委託 補助等 

□ □ □ ☑ 

事務事業名 遠距離通学費補助事業（小学校） 

事業概要 

対象 バス通学児童定期券代 

目的 路線バスを利用することで，通学の安全を図る。 

実施内容 路線バス運賃（定期代）の補助 

Ⅱ 予算区分及び過疎計画における区分 

予
算
区
分 

会計名 一般会計 
過
疎
計
画 

施策区分 教育の振興 
款 09 教育費 

項 02 小学校費 事業名 

（施策名） 

小・中学校遠距離通学費

補助金 目 02 教育振興費 

事業名 遠距離通学費 根拠法令 遠距離通学費補助金交付規則 

【事務事業の実施状況】 

Ⅲ 事業費の推移及び終期 
事業期間 

開始 終了 

  

年度 
事業費（決

算・予算） 

財源内訳（単位：千円） 

国支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 

 ２２年度実績 7,303 489    6,814 

 ２３年度実績 7,164 481    6,683 

 ２４年度実績 6,927 332    6,595 

 ２５年度実績 4,757 327    4,430 

 ２６年度当初 5,478 397    5,081 
 
特定財源

の種類 

 

 

25 年度分 

国支出金 県支出金 その他 

名称 補助率 名称 補助率 名称 補助率 

      

      
 
Ⅳ 執行状況 

執行状況 
推進中 完了 新規 

☑ □ □ 

状況説明 

学校統廃合等の理由で，自宅から小学校へ片道２ｋｍ以上通学する児童

に対して，安全な通学方法として公共交通機関の路線バスを推奨し，利

用運賃（定期代金）を補助している。 

Ⅴ 問題点の概要 

問題点 
 片道２ｋｍ以上の通学であっても，路線バスが無い地域に住む児童も

多い。そのため，スクールバスを運行して問題解消を図る。 
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Ⅵ 成果指標 

成果指標名 単
位 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 対２８年度 

目標達成率 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 

定期代補助者数 人 145 145  153  153  153 94.8％ 

指標に表われ

ない効果 

 近年，通学時における児童の交通事故が全国的な問題となっているが，大子

町においては，その交通事故が発生していない。 

【事務事業の評価】 

◎一次評価（担当課においての評価） 

Ⅰ 評価基準ごとの評価 

 評価基準 評価 評価理由 

目
的
妥
当
性 

○目的が総合計画や国の計画の政策体

系に結びついているか。 

○対象・意図を見直す余地はあるか。 

○町が実施又は関与すべき目的である

か。 

☑妥当である 

□どちらともいえない 

□妥当でない 

児童の安心安全な通

学は，義務教育の基

礎である。 

有

効

性 

○成果向上の余地があるか。 

○同じ目的を持つ他の事務事業がある

か。 

○目的が達成されたか。 

☑有効である 

□どちらともいえない 

□有効でない 

通学時における児童

の交通事故が無い。 

効

率

性 

○成果を低下させずにコストを削減す

ることは可能か。 

○コストを圧迫している，又は増大させ

ている要因はあるか。 

○他の事務事業との統合は可能か。 

☑効率的である 

□どちらともいえない 

□効率的でない 

スクールバス運行と

比較すると，より経

費が抑制される。 

また，公共交通機関

活性化の面を併せ持

つ。 

公

平

性 

○サービスの受益者が一部に偏ってい

ないか。 

○負担者（納税者）の理解は得られてい

るか。 

□公平である 

☑どちらともいえない 

□公平でない 

限られた路線のた

め，公平とは言い難

い。 

Ⅱ 総合評価 

今後の方向性 ２  

※今後の方向性について，次の項目から選択してください。 

１ 継続（事業規模を拡充する） ５ 他事業と統合する 

２ 継続（現行どおり） ６ 休止又は廃止 

３ 継続（実施方法，実施主体等を変更する） ７終了 

４ 見直し（実施規模を縮小する）  

【総合評価】※理由，具体策及び今後の課題等を記入してください。 

 児童の安心安全な通学は，義務教育の基礎である。 

また，総合的な公共交通体系の活性化を併せ持つ有効な事業である。 

【所属長意見】 

学校の統廃合等による遠距離通学や、単身・少人数による通学が余儀なくされている現状に

おいて、登下校時の安全を確保する上で必要な事業である。 



１７ 遠距離通学費補助事業（小学校） 

 3 / 3 

 

◎二次評価（事務事業評価委員会による評価） 

今後の方向性 ２  

※今後の方向性について，次の項目から選択してください。 

１ 継続（事業規模を拡充する） ５ 他事業と統合する 

２ 継続（現行どおり） ６ 休止又は廃止 

３ 継続（実施方法，実施主体等を変更する） ７終了 

４ 見直し（実施規模を縮小する）  

【具体的内容】 

 

一次評価のとおり，引き続き事業に取り組むこと。 

【備考】 

 

 


